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求職者支援制度の政策的意義について
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はじめに
2008年夏のリーマン・ブラザーズの破綻を機に世界大に拡大した不況によ
る雇用悪化は日本にも波及し，2009年7月には5．6％という過去最高の失業
率を記録するに至った。そうしたなかで日本の雇用・訓練政策は新たな方向
に舵を切ることになった。その中心は2009年「緊急人材育成支援事業」と後
継政策の2011年「求職者支援制度」である（以下，この両政策を求職者支援
制度と総称する）。求職者支援制度は，失業状態にありながら雇用保険の適
用が受けられない人々には生活保護以外に生活保障の仕組みが存在しなかっ
たこれまでの仕組を改め，それらの人々にも生活支援のための給付，職業訓
練の受講，就職支援を保障しようとする政策である。
本論文は，これらの3つの政策的側面を有する求職者支援制度を職業訓練
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と就職支援の側面に重点をおき，政策的意義と課題を検討することを目的と
する1）。
叙述の順序は以下のとおりである。Ⅰとして，求職者支援制度の政策とし
ての制度面を紹介する。Ⅱとして，政策としての動態を検討する。Ⅲとして，
それらを踏まえ問題点を指摘し，政策の改良のアイデアを提示する。
Ⅰ 制度
1 公共職業訓練の変化と求職者支援訓練
⑴ 公共職業訓練の体系
求職者支援制度は職業訓練，就職支援，生活保障の側面からなる複合的政
策である。ここでは職業訓練政策の側面に限定し，それが公共職業訓練の体
系のなかのどのあたりに位置づくのかを見ておきたい。
そこでまずは日本の公共職業訓練の体系とその変化を振り返っておきたい。
公共職業訓練を概観するには3つの軸を設けておく必要がある。第一は，訓
図表1 公共職業訓練の種類
実施主体 訓練期間 直轄方式 委託方式 根拠法など
国（高齢・障害・
求職者雇用支援機
構）
長期課程 学卒者訓練
（高度職業訓練）
職業能力開発促進法
短期課程 離職者訓練
（アビリティコース）
在職者訓練
（能力開発セミナー）
都道府県 長期課程 学卒者訓練
（普通職業訓練）
短期課程 離職者訓練
在職者訓練
離職者訓練
（委託訓練）
在職者訓練
国（高齢・障害・
求職者雇用支援機
構）
離職者訓練
（求職者支援訓
練）
緊急人材育成・就職
支援基金事業
求職者支援法
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練の対象者による区分である。離職者訓練，在職者訓練および学卒訓練に区
分される。第二は，訓練の実施主体による区分である。これは国によるもの，
地方＝都道府県によるものに区分される。第三は，訓練の直接の担い手によ
る区分である。具体的には，実施主体が直轄で訓練を行う場合と委託（主に
民間への）により行う場合とに分けられる。これら以外にも，訓練のレベル，
訓練期間の長さなどによる区分が考えられる。
それらの区分を念頭に，わが国の公共職業訓練の梗概を示すと図表1のよ
うになる。同表に示すように，公共職業訓練の実施主体は，国と地方に分か
れており，国のそれは（独法）高齢・障害・求職者雇用支援機構によって担
われている。公共職業訓練の種目は，破線から右に掲げられている。国によ
る訓練，地方による訓練とも，直轄方式で運営されるものと委託により運営
されるものに区分される。
次に訓練の対象にそって見る。離職者を対象とする訓練には，国と地方に
よるものがある。実施形式については，両方とも直轄型と委託型がある。国
による「アビリティコース」は製造部門向けの訓練で，それ以外には製造部
門を主たる対象とする公共職業訓練はない。
在職者を対象とする訓練にも，国によるものと地方によるものがある。実
施形式は，国によるものが直轄方式に限られ，地方によるものには直轄と委
託の両方がある。在職者訓練はみな1週間以内の短期で行われる。
学卒者を対象とする訓練も，国と地方の両方で行われており，いずれも長
期（1～4年）で行われる。訓練のレベルには国と地方で違いがあり，国が
高度，地方が一般レベルを受け持つとされている。
以上，図表1にみられるように職業訓練の種目はかなりの数にのぼるが，
それらの法的裏付けは，本稿が対象とする求職者支援制度を除けば，すべて
職業能力開発促進法に依る。
⑵ ここ10年の激変
図表2を見よう。同表には図表1で概観した職業訓練の各種目のここ10年
弱の構成の変化が示されている。示された数字は職業訓練の種目ごとの各年
度の受講者数である。まずは種目自体やそれらからなる全体の枠組みには変
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化がないことが確認できる。しかし，種目ごとの受講者数の実績にはたいへ
ん大きな変化があったことがわかる。
離職者訓練の拡大
訓練の対象者にそくした区分で見てみよう。離職者訓練・在職者および学
卒者訓練に大別され，構成比を見ると，2003年度は順に49．6％，43．8％，6．6％
であった。この構成比には2007年度までは離職者訓練のそれが少し大きく
なってはいるものの，さしたる変化はなかった。ところが，2008年度に離職
者訓練の構成比が55．5％に拡大する。そして2009年度にはさらに同65．7％に
拡大し，2010年度には80．4％に達した。それに対し，在職者訓練の構成比は
16．0％（2010年度。2003年度の同構成比は43．8％であった）に大幅に縮小し，
学卒者訓練の比率も3．7％（2010年度）に縮小した。
このような訓練対象者にそくした区分ごとの構成比の変化は，離職者訓練
の拡大が中心であり，2009年前後からの変化であることを考えれば，労働市
場の需給の激変にすばやく対応しようとした結果であり，そこに合理性をみ
図表2 公共職業訓練種目別受講者数の推移（人数）
2003年度 2004年度 2005年度
合計 368，314 389，651 381，274
離職者訓練
うち 直轄方式
うち 機構 60，313 46，353 39，842
うち 都道府県 21，841 16，880 14，959
うち 委託方式
うち 機構 75，245 94，380 104，721
うち 都道府県 25，364 33，708 27，571
うち 基金訓練・求職者支援訓練
在職者訓練
うち 機構 95，464 113，217 112，077
うち 都道府県 65，881 61，458 58，585
学卒者訓練
うち 機構 7，490 7，599 7，718
うち 都道府県 16，716 16，056 15，801
備考）2010年度までは厚労省 HP より。2011年度は厚労省提供データより作成。
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ることはできよう。しかしそれを激変緩和策と位置付けて済ますことには慎
重でありたい。すなわち，2009年の完全失業者数は約350万人であり，その
レベルの失業者数にはすでに2002年には達していたのであるから，ここで見
るような構成比の変化が起こるものなら2002年に起こっていてよかったので
ある。とするならば，2009年を境とする職業訓練のこのような変化（離職者
訓練への重心の移動）は，ある種の意図に基づく方向転換であるとみなした
い。数字を用いて言いなおせば，それまでは在職者訓練：40％台，離職者訓
練：50％程度，学卒者訓練：7～8％の構成比を一定のめどとして運営され
てきた公共職業訓練は，明確に重心を離職者訓練へと移しつつあるというこ
とである。
以上で見たほかに注意すべきは，学卒者訓練の縮小である。学卒者とは卒
後3年までをいう。この構成比の変化は，パーセンテージにして一桁後半か
ら前半への縮小であり小さいものだが，ここ数年来の若年雇用の充実の志向
に竿をさすものといえる2）。
次に，求職者支援制度の実績に目を移そう。図表2の表側のなかほどの「基
2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
337，001 275，784 255，176 365，336 571，134 517，657
32，800 28，949 27，144 36，354 32，947 30，727
14，519 13，374 12，959 14，157 13，005 11，692
99，738 84，381 75，224 79，978 35，429 0
24，227 15，075 16，474 60，977 85，300 102，233
48，520 292，230 265，126
81，910 50，498 43，803 42，367 35，778 39，332
60，873 61，582 58，566 61，827 55，563 48，153
7，634 7，439 7，303 6，754 6，529 6，635
15，300 14，486 13，703 14，402 14，353 13，759
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金訓練・求職者支援訓練」の欄に数字が示されている。この求職者支援制度
は，対象が特定求職者（雇用保険の受給資格がない求職者）であるから，離
職者訓練に含まれることは言うまでもない。先の離職者訓練へのウエートの
シフトは，この制度の創設による受講者数の増加によるものであったのであ
る。離職者訓練のうち63．7％は特定求職者の訓練にあてられるようになった
のである（2010年度。2011年度は83．4％）。
以上をまとめよう。近年の公共職業訓練の変化は主たる訓練の対象を離職
者におくようになったことである。離職者訓練といっても，一般の求職者の
訓練と特定求職者の訓練に区分して捉えられるべきで，圧倒的な比重は後者
に移った。一方，在職者の訓練については，その比率・絶対数とも大幅な縮
小をみている。学卒者の訓練も縮小した。
図表2からは，そのほかにも注目すべき変化を読み取ることができる。第
一は，国と地方の分担関係，第二は，直轄方式と委託方式の比率の変化であ
る。
地方による分担の拡大
離職者訓練・在職者訓練・学卒者訓練，どれも国と地方の分担により編成
されているが，分担関係には次のような変化が見られる。離職者訓練につい
て，そのうちの直轄方式の訓練は，国・地方とも受講者数の規模を半分程度
に減少させている（国：6万人台から3万人台へ，地方：2万人台から1万
人台へ）が，国と地方の分担比率に大きな変化はない。それに対して，離職
者訓練の委託（民間訓練機関への）方式による訓練には大きな変化があった。
すなわち，元来は離職者訓練は国による委託方式が地方によるそれの数倍の
規模で実施されていたのであるが，2010年度から地方による委託方式が急増
したのに対して，国による委託方式は急減した。そして2011年度には国によ
る委託方式がゼロになった。ようするに離職者の民間委託による訓練からは
国はまったく手を引くことになったのである。これは職業訓練政策上の大き
な変化である。ちなみにこの変更は各都道府県におかれた（独法）雇用・能
力開発機構の廃止と（独法）高齢・障害・求職者雇用支援機構の設置と時期
を同じくしており，行政改革からの影響を受けたものである。
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次に，在職者訓練における国と地方の分担関係を見ても，やはり変化が起
きている。在職者訓練全体も，半減と言ってもよいくらい人数規模が縮小し
ており，国による在職者訓練は3分の1近くに激減している。かつては在職
者訓練は主に国が担っていたが，それも崩れてきたということである。
学卒者訓練における国と地方の分担関係については，変化は少ないとして
よい。主に地方が担う形がつづいている。ただし，双方を合わせた学卒者の
職業訓練に規模縮小の兆しがあることはすでに指摘したとおりである。
委託方式の拡大
第二は，直轄方式と委託方式との割合である。図表2ではこの区分にそっ
た数値の推移は離職者訓練のそれしか追えないが，ウエートが委託方式に
移ってきていることははっきりする。基金訓練・求職者支援訓練が委託方式
の訓練であることを考えればそれは明らかであろう。
以上，図表2をもとにここ10年の日本の公共職業訓練の変化を詳しく見て
きた。たいへん大きな質的変化が起きていたというべきであろう。銘記すべ
きは，これだけの変化が起きていたにもかかわらず，厚労省内の審議会をの
ぞいて，公の議論とされることがあまりないままに事態が進行していたこと
である。これには研究者の怠慢が与っていることも否みがたい。各自もって
銘ずべきとすべきであろう。
2 求職者支援制度
⑴ 政策のアウトライン
本稿の主題である求職者支援制度は2008年のリーマン・ショックを境に拡
大した雇用不安を機に開始された。2009年9月の創設時は時限的措置として
の緊急人材育成支援事業として実施され，2011年10月からは「職業訓練の実
施等による特定求職者の就職の支援に関する法律」（平成23年度法律第47
号）という法的根拠を得て恒久的政策となった。
求職者支援制度は，政策としては職業訓練・生活支援・就職支援の側面を
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有している。ここでは主に職業訓練としての説明を行うが，3つの側面は不可
分に組み合わさっているので，それらを織り交ぜながらの説明となる。
この政策の職業訓練政策としての名称は，基金訓練（2011年9月まで）か
ら求職者支援訓練（同10月以降）と変わった。名称とともに，制度の中身も
変化しているので，主に求職者支援訓練の紹介を行うが，適宜基金訓練の説
明も交える。
まず，求職者支援訓練の対象となるのは特定求職者であることを確認して
おく。特定求職者とは，列挙してみると，もともと雇用保険受給資格のない
者，あるいはそれが「ない」ものと扱われてきた者，雇用保険の受給期間が
過ぎても失業状態にある長期失業者，生活保護受給者，いわゆるニートなど
職から遠ざかっている者などである。このように訓練は対象を広く取ってあ
り，とくに近年問題とされる労働者類型をカヴァーしているため，各方面か
らの期待を集めることになった。
次に，求職者支援訓練の仕組みである。上記のような求職者がハローワー
クを訪れ，訓練の受講を希望し，訓練が必要であると認定されれば，訓練機
関での訓練の受講が認められる。そして所定の要件を満たし，受講を継続す
れば，生活支援として月10万円が給付される。貸付（月上限5万円）も可能
である3）。また訓練期間中から就職支援を受けることができる。他方，訓練
は労働行政から委託を受けた民間訓練機関が行い，定められた訓練と就職支
援を行うことにより訓練機関には，費用助成がなされる。就職支援の責任は
ハローワークが持つ。以上のような仕組みである。
⑵ 政策の実施体制
図表3・4には，基金訓練の実施体制と求職者支援訓練のそれとを対比し
てしめした。
基金訓練の時期の実施体制は複雑であった。図表3に見るように，厚労省
が中央職業能力開発協会に基金を造成し，同協会は基金をもとに，一方で，
特定求職者向けの職業訓練を実施する民間の訓練機関を認定し，訓練を実施
させ，訓練の計画・内容・結果をチェックし，訓練実施のための費用を助成
し訓練の供給体制を維持する。訓練機関の開拓，訓練機関の訓練計画の内容
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中央職業能力開発協会
・訓練認定基準の作成
・訓練実施計画の認定
・訓練生活支援給付、実施機関への奨励金の支給決定
申請書の取次ぎ 一部委託
訓練実施計画の認定
各種奨励金の支給
（独法）雇用・能力開発機構
　・訓練実施機関の開拓
　・訓練実施計画の作成支援、申請書のチェック
訓練実施計画の申請
訓練実施機関の開拓
訓練実施計画の作成支援
〈訓練実施機関〉
専修学校 教育訓練企業 職業訓練法人 社会福祉法人 事業主 ??
? ?????
????????? ?????
厚生労働省基金造成
訓練生活支援給付の審査と給付
〈訓練実施機関〉
専修学校 教育訓練企業 職業訓練法人
社会福祉法人 事業主
（独法）高齢・障害・求職者雇用支援機構（地方センター ）
　・訓練実施機関の開拓
　・訓練実施計画の作成支援、申請書の審査・認定
　
訓練実施計画の申請
訓練実施計画の作成支援
申請機関の審査・認定
訓練実施の指導・助言 ????? ?????? ?
? ????? ?????
受講者の選抜
訓練の実施
就職支援
求職・訓練の申請
受講給付金の申請
就職支援
受講給付金の
支給
奨励金の申請
奨励金の支給
のチェックと修正は（独法）雇用・能力開発機構に委託し実施される。他方
で，求職者に対しては，訓練の必要を認められた者に対して，所定の審査を
したうえで生活支援の給付を行うとされていた。実際の政策運営には上記（独
法）の各県センターも関与するので，政策の実施体制は重層的かつ複雑であっ
た。
その反面，図表4からもわかるように，厚労省の直轄機関である労働局や
ハローワークの関与は薄かった。とくに就職支援に関して，それを本務とす
るハローワークの関わりがはっきりしなかった。それは訓練機関の就職支援
図表3 基金訓練の実施体制
図表4 求職者支援訓練の実施体制
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機能を強化することが政策のねらいであったことから来たのであろうが，政
策の効果を考えればムリがあったと言えよう。
求職者支援訓練の実施体制の説明に移ろう。2011年10月に求職者支援訓練
に移行してからは，訓練政策に関わる実施体制はシンプルになった。すなわ
ち，図表4のように，訓練機関の訓練計画の審査・認可・指導は（独法）高
齢・障害・求職者雇用支援機構が担い，訓練の受講の認定，職業訓練受講給
付金（生活支援）の審査・支給，および就職支援についてはハローワークが
担う。訓練機関への訓練費用の助成金の審査・支給については，上記（独法）
の地方センターと労働局が担う。このような体制に変更された。ちなみに中
央職業能力開発協会は，関わりを持たなくなった。
このように求職者側にはハローワークが，訓練機関側には上記（独法）と
労働局が関わる，というわかりやすい分担関係となった。また労働行政の関
与を強くした点でも，基金訓練の時期よりも進んだと評価できよう。とくに
就職支援においてハローワークの任務と責任を明確にした点が重要である
（詳しくは後述）。
ちなみに（独法）高齢・障害・求職者雇用支援機構の機能については今後
とも観察をつづける必要がある。というのも同（独法）は，求職者支援訓練
の開始と時を同じくして（2011年10月）廃止された（独法）雇用・能力開発
機構の業務の一部を引き継いで設置された機関であり，この間の業務再編は
急激であったと想像され，機構の内外に混乱を招く恐れなしとしないからで
ある4）。
⑶ 訓練の受講まで
特定求職者が求職者支援訓練の存在を知る機会は種々考えられるが，多い
のは求人雑誌やタウン誌である。口コミやハローワークの場合もある。いず
れであっても，受講を希望する場合はハローワークに出向き，相談を行わね
ばならない。
そこで訓練を受けるのが認められた場合，ハローワークの担当官は受講者
個々について訓練を必要とする理由，受講すべき分野（コース），就職支援
までの計画を記した書類を作成する。訓練開始後も月に一度面接を行い，受
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講状況の記録および就職支援カウンセリングを行う。ちなみに基金訓練のと
きには，面接は訓練の開始と修了時だけで，支援計画の作成もなかった。求
職者支援訓練になってハローワークでは，それらの業務のために専任の部署
を置いて対応するようになっている5）。
訓練希望者のほうに話をもどす。ハローワークで訓練の必要を認められた
訓練希望者は，希望するコースを開講する訓練機関に受講を申し込む。申し
込みはハローワーク経由で行うことになっている。そうすることによってハ
ローワークによって各訓練機関への申請の状況を把握し，訓練機関間の受講
者数の調整をする余地を持たせようとしているものと思われる。申し込みを
受けた訓練機関では，希望者に面接と筆記試験を実施し，受講者を選択する。
選択権限は行政側ではなく訓練機関にある。定員がある以上，希望者間の競
争が存在する。ちなみに基金訓練の時期（2010年度）6）の実績であるが，約
17％が受講を拒否されている。
⑷ 訓練受講給付金の支給
訓練が始まると所定の要件を満たした受講生には訓練受講給付金が支給さ
れる。給付金は，職業訓練受講手当と通所手当からなる。前者は1人月10万
円である。給付の要件は，所属世帯の金融資産が300万以下であること，収
入月額が8万円以下であること，授業の出席率が100％（特例で80％），毎月
のハローワークへの来所日に来所することである。
なお特定求職者であって，上記の給付金支給の資産要件から外れる者で
あっても，当該訓練の受講と就職支援を受けることは可能である。受講料は
徴収されない。
⑸ 訓練の内容
基金訓練
訓練メニューの編成は次のようである。基金訓練の時期は，基礎分野と実
践分野に二分され，それぞれに総定員（26万6千：2010年度）の50％ずつを
あてる形になっていた。分野の中身は，基礎分野に IT の基礎，一般的スキ
ルの基礎，実践分野に介護，医療事務，情報，事務・営業・販売，地域的ニー
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ズのスキルの養成コースが置かれていた。訓練機関は，1クラス10～30人で，
これらの領域の中から種目を選択し，3～6か月で技能を仕上げるカリキュ
ラムを組み立てクラスを編成する。講義時間割は1日に5～6時間，月100
時間以上であることとされた。かなりインテンシブであると言えよう。
受講コースの組み方としては，基礎分野から実践分野へ，さらにその後に
「公共職業訓練」7）を連結させるパターンまで（最長で2年間）が可能であっ
た。
求職者支援訓練
以上が基金訓練のあり方である。求職者支援訓練に移行後は次のような変
更が加えられた。
訓練の中身としては，大枠として，すべての分野の基礎としての基礎分野，
および実践分野の2つの分野に大別され，基金訓練では基礎分野におかれて
いた IT・情報が基礎から実践までを学ぶ形に一体化され実践分野に移され
た。それ以外の実践分野の介護以下の領域の編成は基金訓練のときと同じで
ある。また実践分野にはより演習的要素（現場実地型訓練）を加味すること
が求められるようになった。
図表5には，実際のカリキュラムの中身を知ってもらうために，ある訓練
機関の実際のカリキュラムを示した。これは領域は医療事務の技能養成コー
スであり，就職実績も良好であった4か月間のクラスのそれである。みられ
るようにハローワーク来所が組み込まれ，講義のなかに毎月複数の「キャリ
コン」「就職支援」が組み込まれている。このように訓練と就職支援を交差
させる方式は効果があり，今後多くなると期待される。
次に，分野ごとの訓練定員の割振りについては，基礎分野25％，実践分野
75％とされ，実践分野への思い切った傾斜が行われた8）。
受講コースの組み方については，基礎分野から実践分野への連結が認めら
れなくなり，基礎分野からは公共訓練に限って連結が認められることになっ
た9）。その結果，受講生の多くは直ちに実践分野から訓練を開始するように
なった10）。
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日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516171819202122232425262728293031 訓練日数 73日
曜 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月
12
月
訓
練
内
容
入
校
式
・
オ
リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン（
3
Ｈ
）／
就
職
支
援（
3
Ｈ
）
職
業
能
力
基
礎
講
習
職
業
能
力
基
礎
講
習
安
全
衛
生
／
メ
デ
ィ
カ
ル
マ
ナ
ー
学
科
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
概
要
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
基
本
診
療
科
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
医
学
・
在
宅
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
投
薬
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
投
薬
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
注
射
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
注
射
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
処
置
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
処
置
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
リ
ハ
ビ
リ
）
実
技
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
総
復
習
）
実
技
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
中
間
試
験
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅱ
／
手
術
・
麻
酔
）
キ
ャ
リ
コ
ン
①
成績
考査等 ○
担当
講師
Ｆ
Ｎ Ｔ Ｎ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ Ｍ
備考 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － － －
日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516171819202122232425262728293031
訓練時間 96Ｈ
総訓練時間 96Ｈ
曜 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木
1
月
訓
練
内
容
キ
ャ
リ
コ
ン
①
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
来
所
日
①
学
科
（
医
療
事
務
Ⅱ
／
手
術
・
麻
酔
）
実
技（
医
療
事
務
Ⅰ
／
手
術
・
麻
酔
算
定
）
学
科（
医
療
事
務
Ⅱ
／
検
査
・
診
断
・
画
像
）
学
科（
医
療
事
務
Ⅱ
／
検
査
・
診
断
・
画
像
）
実
技（
医
療
事
務
Ⅰ
／
検
査
・
診
断
・
画
像
算
定
）
実
技
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
総
復
習
）
実
技
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
総
復
習
）
実
技
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
総
復
習
）
実
技
（
医
療
事
務
Ⅰ
／
2
級
検
定
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅱ
／
入
院
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅱ
／
入
院
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅱ
／
一
部
負
担
金
）
学
科
（
医
療
事
務
Ⅱ
／
一
部
負
担
金
）
実
技
（
医
療
事
務
Ⅱ
／
レ
セ
プ
ト
作
成
）
実
技
（
医
療
事
務
Ⅱ
／
レ
セ
プ
ト
作
成
）
実
技
（
医
療
事
務
Ⅱ
／
レ
セ
プ
ト
作
成
）
成績
考査等
担当
講師 Ｍ
Ｍ
Ｓ Ｍ Ｍ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
備考 － － － － － － － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ
日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516171819202122232425262728
訓練時間 102Ｈ
総訓練時間 198Ｈ
曜 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木
2
月
訓
練
内
容
実
技
（
医
療
事
務
Ⅱ
／
総
復
習
）
実
技
（
医
療
事
務
Ⅱ
／
1
級
検
定
）
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
来
所
日
②
実
技
（
医
事
Ｃ
Ｐ
／
注
射
・
処
置
）
実
技
（
医
事
Ｃ
Ｐ
／
手
術
・
麻
酔
）
実
技
（
医
事
Ｃ
Ｐ
／
検
査
・
画
像
）
キ
ャ
リ
コ
ン
②
キ
ャ
リ
コ
ン
②
実
技
（
医
事
Ｃ
Ｐ
／
入
院
）
実
技
（
医
事
Ｃ
Ｐ
／
電
子
カ
ル
テ
）
実
技
（
医
事
Ｃ
Ｐ
／
総
復
習
）
実
技
（
医
事
Ｃ
Ｐ
／
検
定
試
験
）
職
業
能
力
基
礎
講
習
職
業
能
力
基
礎
講
習
学
科
（
調
剤
／
概
要
）
学
科
（
調
剤
／
基
礎
）
学
科
（
調
剤
／
基
礎
）
学
科
（
調
剤
／
調
剤
基
本
料
）
学
科
（
調
剤
／
指
導
管
理
料
）
実
技
（
調
剤
／
レ
セ
プ
ト
記
載
）
成績
考査等 ○ ○
担当
講師
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ Ｔ Ｎ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ Ｍ
Ｍ
Ｓ
備考 6Ｈ － － 6Ｈ － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ
図表5 訓練カリキュラム計画表の具体例
訓練実施機関名（略） 訓練科名 総合医療事務育成科
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⑹ 就職支援
求職者支援制度の就職支援は訓練機関とハローワークによるものとに分か
れる。訓練機関の就職支援から説明する。訓練機関は，クラスごとに就職支
援責任者をおき，支援に当たらせることが求められる。履歴書の作成，面接
指導，ジョブカード11）の作成と交付，求人情報の提供，ハローワークへの訪
問指示，ハローワークとの情報共有が求められる。ちなみに基金訓練の時期
には訓練機関は履歴書作成・面接指導などが求められるに止まっていた。
次はハローワークの就職支援にふれたい。先に紹介したように求職者支援
日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10111213141516171819202122232425262728293031
訓練時間 102Ｈ
総訓練時間 300Ｈ
曜 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日
3
月
訓
練
内
容
実
技
（
調
剤
／
レ
セ
プ
ト
記
載
）
実
技
（
調
剤
／
総
復
習
）
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
来
所
日
③
実
技
（
調
剤
／
検
定
試
験
）
就
職
支
援
（
6
Ｈ
）
職
業
能
力
基
礎
講
習
職
業
能
力
基
礎
講
習
メ
デ
ィ
カ
ル
マ
ナ
ー
職
場
見
学
・
体
験
職
場
体
験
職
場
体
験
学
科
（
医
療
事
務
Ⅱ
／
総
復
習
）
学
科
（
介
護
事
務
／
概
要
）
学
科
（
介
護
事
務
／
基
礎
）
学
科
（
介
護
事
務
／
基
礎
）
学
科
（
介
護
事
務
／
給
付
管
理
業
務
）
実
技
（
介
護
事
務
／
明
細
書
作
成
）
実
技
（
介
護
事
務
／
明
細
書
作
成
）
実
技
（
介
護
事
務
／
検
定
試
験
）
キ
ャ
リ
コ
ン
③
成績
考査等 ○ ◎
担当
講師
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ Ｔ Ｎ Ｎ Ｍ Ｍ Ｓ Ｓ Ｓ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
Ｓ
Ｍ
備考 6Ｈ － － 6Ｈ － 6Ｈ － 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ － 6Ｈ 6Ｈ － － 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ 6Ｈ － － －
日 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112131415161718192021222324252627282930
訓練時間 102Ｈ
総訓練時間 402Ｈ
曜 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火
4
月
訓
練
内
容
キ
ャ
リ
コ
ン
③
職
業
能
力
基
礎
講
習
就
職
支
援
（
3
Ｈ
）
／
修
了
式
（
3
Ｈ
）
成績
考査等
担当
講師 Ｎ
Ｎ
Ｆ
備考 － 6Ｈ －
備考）訓練機関 NK の提供資料により作成。
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訓練に移行してハローワークの就職支援はずっと念入りになった。すべての
訓練生に対して月1度ハローワークで面談を行う。その中身は主に2つあり，
訓練受講給付金の支給要件の確認，就職のための面談である。面談には1人
1回最低1時間はかける。受講者によっては職業カウンセラーによる面談を
セットすることもする。これらは大部分が基金訓練の時にはなかったもので
あり，ハローワークにとってはあらたな業務である。これらは業務の質と量
の面でハローワークの今後のあり方に変化をもたらすことが考えられる。
⑺ 就職率の把握とインセンティブ
つづいて，求職者支援訓練の就職率の把握の仕方を説明する。就職率の実
績はクラスごとに計算され，（独法）高齢・障害・求職者雇用支援機構と労
働局に報告される。計算式は次のようである。
就職率＝中退者のうち就職＋訓練修了3か月の人数のうち就職÷｛中退
者のうち就職＋〔修了3か月後の人数－（修了3か月後の人数のうち訓
練希望＋進学・その他）〕｝・・・・算式⑴
当該訓練の目標として，この算式にしたがって，基礎分野は就職率60％，
実践分野は就職率70％が掲げられた。そして実績としてはその目標はクリア
された。
それはともあれ，この就職率は政策の効果をあげるためのアメとムチの役
割を果たすことが期待されていた。
まず後者について。就職率は訓練の委託の判定基準に留まらず，訓練機関
への指導・欠格条項として使われる。すなわち，就職率が30％未満の訓練機
関には改善計画の提出が求められ，連続して同様の事態となれば当該分野の
コースの委託は受けられないとされた。この点は，求職者支援訓練になって
より厳しくなり，基礎分野は45％未満，実践分野は50％未満で改善計画の提
出，基礎分野30％未満，実践分野35％未満で受託不可となることとなった。
次にアメの側面について。基金訓練のときから訓練を受託した訓練機関に
は費用の助成が行われていたが，金額は一律であった。求職者支援訓練になっ
てからは一律分に加え奨励金がプラスされることになった。奨励金がプラス
されるのは実践分野のコースに限られ，算式⑴にしたがって，就職率55％以
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上であれば受講者1人当たり2万円／月，40～55％で1万円／月が付加され
ることになった（詳細は後述）。
⑻ 就職率の問題点
就職率の算式はうえに示したとおりである。これにはやはり問題があると
すべきである。その理由は2つある。第一は，分子の側の問題で，就職といっ
ても雇用形態を問われないこと，第二は，「修了3か月後の人数のうち訓練
希望」と「進学・その他」を分母からマイナスするとしていることである。
第二のそれは，訓練が修了して3か月経過した時点で訓練の継続を希望して
いる者および進学者を差し引くという意味である。これには実際に次の訓練
を始めている者も含むが，訓練の継続を考えているだけの者も含まれている。
これらについては，求職者支援訓練への移行を機に次のような改良がなさ
れた。
第一。算式⑴の分子である就職の形態をより厳格に，雇用保険に加入でき
るような雇用12）に就いた者と変更した。
第二。分母の計算結果に関わる変更がなされた。それには求職者支援訓練
になって受講コースの組み方が変更されたことが関わる。具体的には，基礎
分野のコースを修了した場合実践分野への連結ができなくなった。これは先
にも説明したが，そのようになれば直ちに実践分野から受講開始するケース
が増えると予測される。そのことは訓練修了後に訓練を継続するケースを減
少させ，分母からマイナスされる数を減らす。その結果より厳密な就職率に
近づく。
⑼ 訓練の委託と訓練機関への費用助成
訓練を受託することになる訓練機関に目を移そう。委託の手続きは次のよ
うである。
まず（独法）高齢・障害・求職者雇用支援機構から，3か月を期間の刻み
として（もっと短い県もある），求職者支援訓練の分野（2つ）・領域（5つ）
ごとに予定訓練定員が示される。訓練機関はそれを参照し，受託したいコー
スの分野・領域，訓練期間，人数規模等を定め，カリキュラム計画を作成す
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る。正式書類の提出までに訓練機関と同（独法）の各県センターとの間でや
り取りが行われる。
申請の入口は「実績枠」と「新規参入枠」に分れる。それぞれに定数があ
り，「新規参入枠」は総定員の5～20％であるからほとんどが「実績枠」に
なる。「実績枠」の条件は，1年以内に基金訓練などの「（申請しようとする
訓練と）同等の内容の職業訓練を適切に行ったことがあること」である。要
するに，公共職業訓練の受託の実績があるということであり13），いわゆる実
績関係を基礎に競争を合理（簡略）化しようという意図がある。「新規参入
枠」の場合は，訓練機関としての実績のデータなど用意する書類が多くなる。
委託に向けた審査は，入口ごとに行われる。「実績枠」であれば，欠格条
件（前出）に抵触するものを除いたうえで，就職率実績や苦情実績（訓練生
へのアンケートによる）等が数値化され，それらをもとに選抜される。
このような選抜方式であるため既存の公共職業訓練の受託実績のある大
手・古手が受託しやすいといえる。また全国展開している民間訓練機関が強
く，地場の訓練機関が系列化されることも考えられる。あるいは，それらの
事業展開の基盤となる都市（都道府県庁所在地）の規模によって，訓練機関
の数・質・多様性に差が出ることも十分に予想できる14）。
さて，訓練の受託が決定したら，訓練機関は受講生の募集を始める。募集
にあってはネットの利用，就職情報誌やタウン誌への掲載，ハローワークに
広告を置くなど，種々の工夫を凝らす。受講者の募集期間は1か月半程度で
あり，同期開講のクラスであれば，募集の開始日と終了日も試験日も同一と
される。同領域のクラス同士であれば訓練機関間の競争原理が働く仕組みが
埋め込まれているのである。ただし先の⑶「訓練の受講まで」でふれたよう
にハローワークによる調整が効く余地はのこされている15）。
次に，訓練機関への助成金の支給に進もう。助成は基金訓練のときは訓練
奨励金と呼ばれ受講生1人1か月6万円と一律であったのを，求職者支援訓
練では，基礎分野は同額のままとしたのに対し，実践分野は，1人1か月5
万円を一律分とし，それに就職率実績により付加分（2～1万円）を上乗せ
する形に変更された。このような仕組であるから，訓練機関としては優秀な
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受講生を多く集め，就職実績をあげるべく努力をすることが期待されている。
訓練が開始されれば，以上のようなインセンティブが働くが，（独法）高
齢・障害・求職者雇用支援機構でも，訓練機関に対し訓練日誌の記載，受講
者の出席率の把握，退校者の記録，成績考課に関わる書類等への記載を求め，
それらの確認も兼ねて月1回の巡回訪問を行い，要請事項の励行を担保する
よう努める。
Ⅱ 制度実施の動態
1 訓練コースの開講実績
開講された訓練のコース数から見ていこう。図表6に関連の数字が示して
ある。両年度とも年度統計としては不完全であるが，一定の傾向はつかめる。
開講コースの総数は，2010年度（10か月）16，134，2011年度（下期）4，021
であり，11年度には減少しているようである。分野別開講コースの内訳
は，2010年度が職業横断スキル6，306（うち IT 基礎5，392），実践演習7，980，
基礎演習1，664である。2011年度は，実践分野2，827，基礎分野1，194であり，
実践分野のウエートが大きくなっている。それは求職者支援訓練に移行した
ことにともなうコースの分野編成の変更による結果であると思われる。
実際にどのようなコースが開講されたのか。一例として，A 県の2009年
10月から2010年9月開講までのコースのデータを掲げた（図表7）。これは
図表6 基金訓練・求職者支援訓練開講コース実績
（2010年度実績：2011年1月18日時点）
職業横断スキル 基礎演習 実践演習 社会的事業者等
開講コース数 6，306 1，664 7，980 184
（2011年度下期実績）
基礎コース 実践コース
開講コース数 1，194 2，827
備考）2010年度：労働政策審議会職業能力開発分科会（第58回）配布資料より作成。
2011年度下期：中央訓練協議会（第5回）説明資料より作成。
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図表7 A 県の訓練コースリスト（2009年9月～2010年11月）
都道府県
コード 訓練科名
実施
機関名
認定
番号 訓練期間
受講
者数 就職率
コース
コード
A 簿記・販売ビジネス科
（略）
01－03 01 2010／4／13 ～ 2010／7／6 4 100．0
A IT ビジネス科 01－01 01 2010／6／4 ～ 2010／8／30 20 100．0
A パソコン基礎科 01－01 01 2010／6／1 ～ 2010／8／31 10 100．0
A 会計パソコン科 01－03 01 2010／7／5 ～ 2010／9／29 11 100．0
A 基礎演習科 02－00 02 2010／4／6 ～ 2010／9／30 16 100．0
A 介護パソコン科 03－05 03 2010／4／6 ～ 2010／7／28 21 92．9
A 上級ビジネスパソコン科 03－02 03 2010／7／6 ～ 2010／9／30 19 91．7
A パソコン初級科 01－01 01 2010／3／2 ～ 2010／5／28 20 90．0
A 介護・パソコンマスター科 03－05 03 2010／3／18 ～ 2010／8／12 20 88．9
A ビューティ実践演習科 03－19 03 2010／9／1 ～ 2010／11／30 30 87．0
A web デザイナー科 03－02 03 2010／8／5 ～ 2010／11／2 10 85．7
A IT 基礎マスター科 01－01 01 2010／4／13 ～ 2010／7／6 6 83．3
A IT パソコン初級科 01－01 01 2010／5／10 ～ 2010／7／29 20 83．3
A 基礎演習科 02－00 02 2010／5／6 ～ 2010／10／29 30 83．3
A web エキスパート養成科 03－02 03 2010／5／7 ～ 2010／7／30 20 82．4
A 基礎演習科 02－00 02 2010／3／9 ～ 2010／8／25 13 81．8
A ビジネススキルアップ ICT 科 01－01 01 2010／1／6 ～ 2010／3／26 13 80．0
A パソコン医療事務・介護事務科 03－04 03 2010／3／4 ～ 2010／6／2 22 80．0
A IT 基礎科 01－01 01 2010／4／5 ～ 2010／6／24 22 80．0
A ホームヘルパー養成科 03－05 03 2010／4／2 ～ 2010／7／27 20 80．0
A パソコン経理実務科 01－03 01 2010／7／13 ～ 2010／10／12 7 80．0
A 基礎から始めるビジネスパソコン科 01－01 01 2010／7／12 ～ 2010／10／8 11 77．8
A IT ビジネス科 01－01 01 2009／10／29 ～ 2010／1／28 22 77．3
A 医療クラーク養成科 03－04 03 2010／3／2 ～ 2010／6／28 13 75．0
A パソコン医療事務・介護事務科 03－04 03 2010／6／14 ～ 2010／9／10 26 75．0
A IT 会計科 01－03 01 2010／9／6 ～ 2010／11／26 6 75．0
A エクステリアガーデン・パソコン科 03－06 03 2010／4／5 ～ 2010／9／27 20 72．7
A パソコン基礎科 01－01 01 2010／6／14 ～ 2010／9／14 10 71．4
A 基礎演習科 02－00 02 2010／6／7 ～ 2010／11／25 12 71．4
A IT 基礎科 01－01 01 2010／7／6 ～ 2010／9／28 22 70．6
A 基礎演習科 02－00 02 2010／5／7 ～ 2010／11／2 20 70．6
A オフィススペシャリスト科 01－01 01 2010／4／13 ～ 2010／6／30 7 66．7
A 基礎から始めるビジネスパソコン科 01－01 01 2010／6／21 ～ 2010／9／17 11 66．7
A 基礎演習科 02－00 02 2010／7／1 ～ 2010／9／29 14 66．7
A 基礎から始めるビジネスパソコン科 01－01 01 2010／7／13 ～ 2010／10／12 15 66．7
A IT ビジネス科 01－01 01 2010／9／3 ～ 2010／11／30 20 64．3
A IT スキルアップ科 01－01 01 2010／3／8 ～ 2010／6／1 19 63．6
A IT 基礎科 01－01 01 2010／5／11 ～ 2010／7／28 20 62．5
A 情報システム科 01－01 01 2010／1／6 ～ 2010／3／26 19 60．0
A IT 会計科 01－03 01 2010／4／5 ～ 2010／6／24 13 60．0
A web デザイナー科 03－02 03 2010／4／19 ～ 2010／7／22 14 60．0
A パソコン基礎活用科 01－01 01 2010／3／8 ～ 2010／6／7 12 58．3
A web デザイナー科 03－02 03 2010／8／2 ～ 2010／10／29 14 57．1
A 初級パソコン基礎科 01－01 01 2010／8／2 ～ 2010／10／29 15 55．6
A ICT 基礎科 01－01 01 2010／8／30 ～ 2010／11／29 24 52．9
A パソコン経理実践科 01－01 01 2010／4／5 ～ 2010／6／29 8 50．0
A 基礎演習科 02－00 02 2010／7／1 ～ 2010／9／30 3 50．0
A IT 基礎演習科 01－01 01 2010／7／1 ～ 2010／9／30 13 50．0
A IT スキル習得科 01－01 01 2010／8／5 ～ 2010／11／2 5 50．0
A コンピュータ会計・簿記科 03－03 03 2010／9／6 ～ 2010／11／29 16 46．7
A ホームヘルパー養成科 03－05 03 2010／9／6 ～ 2010／11／30 13 46．2
A パソコン基礎活用科 01－01 01 2010／6／18 ～ 2010／9／16 17 45．5
A IT 基礎科 01－01 01 2010／1／6 ～ 2010／3／26 22 44．4
A 基礎から始めるビジネスパソコン科 01－01 01 2010／8／9 ～ 2010／11／8 12 44．4
A IT ビジネス科 01－01 01 2009／12／1 ～ 2010／2／25 23 41．2
A 建築・土木 CAD 科 03－18 03 2009／12／10 ～ 2010／3／4 12 40．0
A 情報システム科 01－01 01 2010／4／1 ～ 2010／6／30 13 40．0
A IT ビジネス科 01－01 01 2010／3／5 ～ 2010／5／28 20 33．3
A 初級ビジネスパソコン科 01－01 01 2010／8／10 ～ 2010／10／28 10 28．6
A 農業者育成科 03－06 03 2010／6／10 ～ 2010／11／9 6 0．0
備考）A 労働局資料より作成。
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図表8 B 県開講訓練コースリスト（2012年12月開講分）
都道
府県
訓練番号 訓練科名
訓練
実施
施設
訓練期間 定員 募集期間
募集
状況
訓練
コース
分類
B 02－03－0086 経理事務科 （略）
2012年
12月10日
～2013年
3月9日
15
人
2012年
10月9日
～2012年
11月2日
募集前
実践
コース
B 02－04－0082 医療・介護事務科 （略）
2012年
12月3日
～2013年
3月2日
15
人
2012年
10月15日
～2012年
11月2日
募集前
実践
コース
B 02－05－0083
介護職員
基礎研修科
（略）
2012年
12月4日
～2013年
6月3日
20
人
2012年
10月1日
～2012年
11月7日
募集中
実践
コース
B 01－00－0084
パソコン簿記
基礎科
（略）
2012年
12月5日
～2013年
3月4日
20
人
2012年
10月9日
～2012年
11月12日
募集前
基礎
コース
B 01－00－0085
パソコン実務
基礎科
（略）
2012年
12月6日
～2013年
3月5日
20
人
2012年
10月9日
～2012年
11月13日
募集前
基礎
コース
B 02－03－0087
宅建・不動産
ビジネス科
（略）
2012年
12月11日
～2013年
6月7日
20
人
2012年
10月15日
～2012年
11月15日
募集前
実践
コース
B 01－00－0088
IT ビジネス
基礎科
（略）
2012年
12月12日
～2013年
3月11日
10
人
2012年
10月15日
～2012年
11月16日
募集前
基礎
コース
B 02－11－0089
WEB
デザイナー科
（略）
2012年
12月17日
～2013年
4月16日
15
人
2012年
10月15日
～2012年
11月16日
募集前
実践
コース
B 02－04－0090 医療・調剤事務科 （略）
2012年
12月26日
～2013年
3月25日
20
人
2012年
10月29日
～2012年
11月28日
募集前
実践
コース
備考）求職者支援訓練のコース検索システムより（2012年10月7日検索）。
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基金訓練のときのもので基礎分野が多い。図表8は，B 県の2012年12月開講
予定のコース一覧である。実践分野が多くなっていることがわかる。領域と
しては介護系，情報系，医療事務系，その他と，比較的バランスが取れてい
る。
2 受講者数実績と受講者の特性
次いで，受講者数をみよう。2010年度の受講者総数は29万2千人であった。
2011年度は後半に求職者支援訓練に移行したが，受講者総数26万3千500人
であった。分野・領域ごとにみると，2010年度と2011年度とでは，分野区分
の変更があったため直接の比較はできないが，数字を図表9にまとめた。実
践分野の，営業・販売・事務系をのぞいて，両年度を比較すると，介護系1，500
人増，医療事務系2，800人減，情報系1，300人減であり，領域ごとの割合には
あまり変化がない。すなわち実践分野の内訳は介護系約20％，医療事務系約
10％，情報系約22％，営業他系及びその他約48％（うち半分弱を営業他系）
が基本となっているようである。
受講者の年齢分布はどうか。図表10によれば，2010年度は，数字には注釈
が必要だが（図表10「備考」を参照），多い順に30代，40代，20代，50代で
（2010年度）
コース名・分野 期間 受講者数
職業横断的 IT スキルコース 3か月 10．8万人
基礎演習コース 3～6か月 3．3万人
実践演習コース
3～6か月
程度
14．9万人
介護系 3．3万人
医療事務系 1．9万人
情報系 3．4万人
その他
（観光，農業，環境，
地場のものづくりなど）
6．2万人
合計 29．2万人
（2011年度）
コース名・分野 期間 受講者数
職業横断的 IT スキルコース 3か月 6．1万人
基礎演習コース 3～6か月 4．2万人
実践演習コース
3～6か月
程度
16．2万人
営業・販売・事務系 0．8万人
介護系 3．5万人
医療事務系 1．6万人
情報系 3．3万人
その他
（観光，農業，環境，
地場のものづくりなど）
7．0万人
合計 26．4万人
図表9 基金訓練・求職者支援訓練受講者実績
備考）中央訓練協議会（第5回）説明資料等から作成。2011年度の数値には標記両訓練の実績を合算して
いるので不正確なところがある。
求職者支援制度の政策的意義について
―21―
図表10 基金訓練・求職者支援訓練の受講者の年齢構成（パーセンテージ）
19歳未満 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上
2010年度 2．0 19．5 30．2 26．7 15．7 5．9
2011年度上期 2．6 25．2 27．8 23．1 14．0 7．3
2011年度下期 2．0 26．6 29．2 23．7 13．8 4．7
備考）2010年度の数値は、訓練受講者ではなく訓練・生活支援給付受給認定者数である。
2010年4月1日から2011年1月18日までの数値。
2010年度は労働政策審議会職業能力開発分科会（第58回）配布資料より作成。2011年度は中央訓
練協議会（第6回）説明資料より作成。
図表11 A 県の基金訓練・求職者支援訓練受講者の年齢分布（2009年10月～2011年9月）
受講
人数
男 比率 女 比率
年齢区分
20歳
未満
20
～24
25
～29
30
～34
35
～39
40
～44
45
～49
50
～54
55
～59
60
～64
64歳
以上
4822 1759 36．5％ 3063 63．5％ 158 494 626 590 706 602 434 417 388 297 109
備考）A 労働局資料による。
あり，20歳未満は約2％である。2011年度は，30代，20代，40代の順であ
り，20歳未満はほぼ同じで，20代が多くなっている。2011年10月求職者支援
訓練に移行して以降の年齢分布には特段の変化は見られない。
受講者の男女比については，全国集計が見当たらないので，参考までに
A 県の受講生のデータをあげておく（図表11）。A 県の受講生の年齢別分布
は，30代，20代，40代の順に多く，50代が比較的多い点が全国とは異なる。
男女比は，男性36．5％，女性63．5％であり，女性が多くなっている。
ともあれ，受講生の属性に関しては統計が整備されていない。求職者支援
制度が若年雇用対策，ニート対策，福祉から就労へなどの掛け声をもとに期
待を集めたことを考えると，受講者の属性に関するデータがもっと整備公表
されてよい。改善が望まれる16）。
3 就職率実績
就職率実績は図表12に示した。公表された就職率は先に示した算式⑴によ
り計算されている。それによれば2010年度69．0％，2011年度77．4％であり，
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図表12 基金訓練修了後3か月後の就職率等
受講者数
中退者数 修了3ヶ月後の人数
計
うち
就職
計
うち
未就職
うち
就職
就職率
ハロー
ワーク
就職
割合
経路
訓練
希望
進学・
その他
経路
ハロー
ワーク
紹介
ハロー
ワーク
紹介
2010年3月累計 137，81911，637 6，041 2，011105，97650，55519，373 3，55855，41919，567 69．0 35．1
2011年3月累計 340，06733，34722，379 6，001252，014102，06539，24712，468149，97240，916 77．4 27．2
備考）A 労働局からの聞き取りによる。
初期の目標とした数値を上回っている。
ただしこれには付記すべきことがらがある。先にも紹介したように基礎と
なる算式⑴の分母では「修了3か月後の訓練希望者」と「進学・その他」の
人数が差し引かれている。これはそれぞれ図表12の「訓練希望」と「進学・
その他」にあたる。これらの数字のもとのデータは，受講修了3か月後に受
講者に記入させる A4版1枚のアンケートの「就職していない」者に対す
る質問の回答として置かれた3つの選択肢，「①訓練受講中（受講予定）ま
たは引き続き訓練受講を希望」「②就職活動中」「③進学・その他」のうち③
を選択した数を単純に集計したものである17）。要するに，図表12の「進学・
その他」にはまさしく様々な事情の者が含まれると考えられるのである。ま
た「訓練希望」にしても，たしかに訓練を継続し職を得る者も含まれるのだ
が，少なくとも当該の訓練コースの限りでは就職をあきらめた者が含まれる
のである。これら2つのカテゴリーの数の大きさ（受講者総数の15％にはな
る）をみると，やはり公表されている就職率は甘めであるといわざるを得な
い。
次に県別の就職率の実績にふれる。これは資料を示さないが，筆者の手元
にある県別就職率のデータでは，2010年度は上下80．3％～63．7％，2011年度
は上下83．8～71．4％に全県が収まっており，地域による差は大きくない。あ
えて言えば，両年度とも北陸が良好で，北日本の各県が低めである。また，
元来失業率の高い県（沖縄，大阪，北海道，福岡等）の実績が劣っているわ
けでもない。
訓練分野別の就職率については，求職者支援訓練になってからのデータし
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図表13 求職者支援訓練の就職率等実績
基金訓練：目標値
求職者支援訓練：
予算上の定員
認定定員 受講者数 開講率
開講コース
の充足率
就職率
2011
年度
上期
270，000
120，000
475，717
353，522
265，058
214，258 87．7％ 68．8％ 74．9％
下期 150，000 122，195 50，800 71．8％ 56．9％
基礎：69．7％
実践：71．8％
備考）中央訓練協議会（第6回）説明資料による。
かないが（図表13），2011年度下期の実績で，基礎分野69．7％，実践分野71．8％
となっている。基礎分野の実績が劣っていない点が注目される。
次いで，少し立ち入ってコースごとの就職実績を見てみよう。先の図表7
には，基金訓練の2009年12月から翌年11月末までに A 県で開講されたコー
スごとの就職率が示してある。はっきりとした傾向は読み取りづらいものの，
IT の基礎分野（図表7のコースコード01）が良くなく，実践分野（同03）
に良好なものが多い。このことと上記の2011年度の実績とを照合すると，求
職者支援訓練の移行に伴う基礎と実践の分野間の内容の組換えと基礎分野の
中身の改良が的を射たものであったことをうかがわせるものがある。
Ⅲ 政策としての課題
1 訓練定員の規模設定の問題
⑴ 特定求職者数の6～8％という枠
図表14は厚労省中央訓練協議会に提出された資料にもとづくグラフである。
この単元の標題の「6～8％」とは，2010年度・11年度の特定求職者数に占
める基金訓練・求職者支援訓練の受講者数の比率である。2010年度は特定求
職者数400万人，受講者数29万2千人，比率は7．3％，2011年度は特定求職者
420万人，受講者数26万5千人，比率は6．6％になる。中央訓練協議会では，
この数値を求職者支援訓練の定員規模の設定の「管理指標」とすることが示
唆されている。
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（在職者を除く）
比率（受講者/特定求職者）
図表14 特定求職者にしめる訓練受講者の比率
備考）1．中央訓練協議会（第6回）説明資料をもとに作成。
2．特定求職者数からは在職者を除いている。
3．2002～04年の特定求職者数には一部推計値を含む。
この数値6～8％が，求職者支援訓練の定員規模となるという意味である
が，それは妥当であろうか。妥当性は，いつにどのような内容の数字と数字
を対比させるかにかかっている。この場合の分母は，特定求職者数である。
そうする理由は，法律が特定求職者対策であることを謳っているからだとい
うのは論外だとして，何があるか考えてみよう。この政策が当初第二のセイ
フティネットであるとされたことからすれば，生活保護世帯数や生活保護基
準以下の世帯の推計値18）などが考えられる。保護世帯数は，約16万世帯（2010
年度）である。この数値と生活保護者の一定数は特定求職者数に含まれるこ
とを考えれば，特定求職者数である約400万という数字には大きな不足はな
い。また本来生活保護政策の枠内で数えるべき人たちを求職者支援制度の母
数にカウントすべきではないということからしても，約400万人という数字
にはほぼ妥当という判定が下せるであろう。
次に，分子を検討しよう。問題にしているのが訓練の定員規模であるから
分子は求職者支援訓練の受講者数であるという同義反復は論外として，なぜ
6～8％の比率の基となる数字が持ってこられたのかがポイントになる。こ
れについては厚労省の管轄部局が説明している19）。
すなわち，根拠になっているのは「労働力調査（詳細集計）」のデータで
ある。同調査では失業者に仕事に付けなかった理由をたずねており，回答の
ために用意された選択肢のうち「技術・技能が求人条件に合致しない」とい
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う選択肢を選んだものの比率が根拠となっている。その比率はここ10年間
5％台後半～7％台後半で推移している。この百分率の分母は完全失業者数
であり，特定求職者数ではないが，この比率を特定求職者数に乗じて訓練計
画数を出すのは厳密とはいえないものの，大きく外れた推算ではない。
このような筋道で6～8％が導かれたと思われる。たしかに，「技術・技
能が求人条件に合致しない」というこのフレーズは，失業の原因は技能のミ
スマッチにありという常識に沿っており，職業訓練の定員規模の設定の根拠
とするにふさわしいように思える。しかしやはり次のような問題がのこる。
まずは根拠となった「労働力調査（詳細集計）」の使い方である。中央訓
練協議会の審議資料では上記のとおり「技術・技能が求人条件に合致しな
い」と回答した者の比率として扱われているが，同調査の該当する選択肢を
正確に記すと，「技術や技能が求人要件に満たない」となっており，これら
の両句のニュアンスにはかなり差がある。つまり「労働力調査（詳細集計）」
の選択肢の意味するところは自らの技能の種類が求められているものからズ
レているというよりも同種の技能であるがレベルが足りなくて職を得るに至
らなかったと読むべきものである。そう考えると，この6～8％とはそうと
うに狭い意味での技能のミスマッチを指すものと解釈できる。このことは当
該の政策の対象者をそこまで限定的にとらえてよいかという疑問につながる。
あえて「労働力調査（詳細集計）」から職業訓練の必要性を論定しようとす
るなら，同じ質問への回答の選択肢として並べられている上記以外の「希望
する種類・内容の仕事がない」を選択した者も一定はミスマッチに数えられ
てよい。たしかにこの選択肢は労働市場の需要側の対応の必要性を引き出す
根拠となるものだが，供給側の指向や技能の中身を変えてやれば事は改善す
るであろう可能性を示すものでもあり，この選択肢を選んだ者の数を比率の
計算にいくらかでも加えることが考えられてよいくらいである。ちなみに，
そう回答した者の比率は34歳以下で38％にものぼるのである（2011年統計）。
いずれにしても6～8％では訓練定員の設定の基礎があまりに狭く設定され
てしまうと言わざるを得ない。
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⑵ 受講者数実績は訓練定員の設定の基礎となりうるか
求職者支援制度の政策規模の設定には以上のような比率が用いられている
が，それに加えて，実際の訓練の受講者数実績が設定の基礎として用いられ
ることは十分にありうる。政策形成の常道であると言ってもよい。しかしこ
の政策の場合，そのいわば実績主義は危険である。以下，その点にふれたい。
基金訓練・求職者支援訓練の受講者数実績は，2010年度29万2千人，2011
年度26万3千500人である。この数字は時の求人実勢に影響を受けるが，そ
れによる変動はこの政策の政策規模の設定にとくに問題とする要因にはなら
ない。問題は，この訓練が民間委託で実施されていることから来る。
各都道府県で策定される求職者支援訓練の「訓練実施計画」で示される数
字は訓練定員の上限値である（後出図表16の県ごとの2012年度の受講数がそ
れにあたる）。その上限をもとに，訓練の委託を受けた訓練機関はいわば訓
練市場の状況をにらみながら開講規模を設定し，受講者を集め，就職率を高
めるべく努力する。当然訓練機関としては訓練市場の需要側（訓練希望者数・
求人数）の動向を予測しながら分野や領域，開講規模，開講メニューを決め
る。それゆえ訓練機関が設定する定員やメニューは長期的な動向を見据えた
ものになりづらい。これは市場原理の利用のマイナスであり，この場合にも
あてはまる。ただしここにはそれに止まらない問題がある。
この訓練には上記のように受講者数の上限（枠）が定められている。とい
うことはこの訓練政策には受講者の数をあらそわせる仕組が仕込まれている
ということである。この場合のインセンティブは受講者側よりも開講側であ
る訓練機関に対する効き目が肝心である。ところがこの政策の仕組みを見る
と，その点での不備がめだつ。どのようなことかと言うと，訓練機関へのイ
ンセンティブとしては受講者1人当たり一律月5万円が支給される認定教育
訓練実施奨励金に止まり，訓練修了後3か月後の就職率の実績によって払わ
れる付加金にしても1人月1～2万に止まる。つまり訓練の計画時から修了
時までは一律の金額が支給されるだけであり，トータルとしてもさしたる刺
激にはならない。これでは難易度が高いメニューの開設や就職の容易でない
層への開講はおそらく縮小してゆく。
したがって，開講時から上記奨励金に受講者年齢や職種，離職期間などの
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特性を考慮したメリハリをつけた支給ができるように工夫をしたうえで，上
限値に意味をもたせるような改良が待たれる。市場原理を利用するにしても
もっと有効な利用の方法を考えるべきである。
実際に，2011年度の設定された定員の枠に対して開講された比率を見ても，
平均7割程度で，それよりもずっと低位にとどまる府県もあり，現状の制度
のままで受講者数実績や開講実績を基に訓練の定員を設定してゆくならば定
員は縮小の方向に向かうだけであろう。
以上，みてきたように，求職者支援訓練の定員規模の設定にあたっては，
現在の方法とは異なったより合理的筋道を示す必要があるだろう。それはこ
の政策の位置をどのように見定めるかの検討を介して行うことになる。
⑶ 政策の位置について
図表15にそくして現在の求職者支援制度を説明すれば次のようになる。元
来，この政策が構想されたころ（2007年）は第二のセイフティネットとして
生活保護と雇用保険の中間におかれるはずであった。それが政策化される時
期に（2009年）雇用情勢が急速に悪化したため雇用（就職支援）政策に接近
した。言いなおせば，当初は第二のセイフティネットとしてあらたな生活支
援政策を実施し，その支援の根拠（正当化）として職業訓練への参加を置く
という構図であったものが，実際には，支援そのものは緊急避難的な雇用政
策に傾斜し，他方元来正当化のための根拠として使われるはずであった職業
図表15 各政策の位置
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訓練が政策規模を規定する基として残ってしまった。
繰り返しになるが，訓練政策の側面からこの政策の政策規模を見定めよう
とするのはむずかしい。図表15でいえば，左右の両端，つまり生活保護の必
要規模，就職の必要規模に立ち返り，それらをもとに政策規模を考えるべき
だということになろう。それぞれを図中の A・B に区分して検討してみよう。
まず A。生活保護受給者を就職につなげてゆく方向である。これについ
てはすでに福祉行政からのアプローチがある。「福祉から就労」支援事業と
生活保護受給者就労支援事業である。これらが対象としえた受給者は2010年
度2万1千人，2011年度約4万5千人20）である。これは求職者支援制度の政
策規模を見定める参考にはなる。しかし上記福祉系の支援事業と求職者支援
制度との分担関係をどう設計するかがはっきりしない。むずかしいのは，訓
練受講者への給付金である職業訓練受講給付金の受給要件が月収8万円以下
となっているため，ほとんどの場合生活保護受給者が求職者支援制度に移行
することはないと思われ，どうしてもこの両政策の棲み分けを決めるほかな
いということになる。しかし実際の生活保護受給者を前提にしてその線引き
をする原則を見出すのはむずかしい。
その問題には，生活保護政策の柔軟化により対応するほうが合理的である
と思われる。つまり，就労の意思のみられる保護受給者にはあくまで生活保
護の枠組みを前提にしておき，仮に訓練に参加しても，職に就いたとしても，
当分の間は生活保護の枠から外すのではなく，一定の保護の受給を続行し，
給付金を合算しての手取りを多くすることを認める。短期的にはいわば二重
取りも認める。このように福祉系の政策に傾斜させて就労へともってゆくほ
うが効果や長い目で見た費用にも資するところが大きいと思われる。
そのように考えると，求職者支援制度の政策規模は，図表15にそくして言
うなら，図中の B のループにそうように設定されるのがよいということに
なる。つまり離職状態にある者を生活保護の方向に行かせない（B），ある
いは就労意欲が比較的はっきりしている生活保護受給者を B のループに入
れるものと位置づけるということである。そのような位置づけにそって，で
きるだけ実体（数字）でとらえられるものを目安としてもってくるとすれば，
長期失業者などになるであろう。数字で言うならば，現在30万弱を定員規模
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としている求職者支援訓練は，少なくとも長期失業者数120万程度をカヴァー
する定員規模とすべきだということになる。
2 現状の諸問題
⑴ 目立つ開講中止
これまでにみたように求職者支援制度は，当初構想されてよりもずっと狭
く対象を定めたうえで少なめの定員設定で開始された。現在4年目をむかえ
るが，現状はそうした定員ですら埋められない深刻な状態にある。
A 県を例に具体的に数字をあげると，2011年10月求職者支援訓練に移行
してから悪化が始まり，翌年3月までの半年で開設が認定された46のうち13
コース，2012年4月～7月の認定25のうち6コースが中止になっている。し
かも開講されても定員充足率が芳しくなく，同4～6月の同率は68％にとど
まる。こうした傾向は全国的にも問題になっている21）。
中止の原因は端的に受講者が集まらないためである。制度上は受講希望が
設定定員の半数に満たない場合は訓練機関は申請のうえ開講を中止できると
なっている。
むろん訓練機関の努力不足もあるが，背景にある要因として次のようなこ
とが考えられる22）。第一は，受講者にとっての大きなインセンティブである
職業訓練受講給付金の支給要件が2011年10月から厳しくなったことである。
訓練コースの授業への欠席がまったく認められなくなった。病気等の事情が
ある場合でも80％の出席が求められる。病欠には診断書の提出が求められる。
この厳しさが受講希望者に二の足を踏ませている。
第二は，訓練コースのスケジュールの組み方の問題である。求職者支援訓
練は年度に四半期ごとの区切りを設けて，公示・募集・選考・開講を繰り返
す。募集期間は1か月～1か月半と短い。またインターバルが四半期なので，
いったん見送ると3か月待たねばならない。同種のメニューの訓練が同期に
複数開講されることもあり，受講枠の小さい県でそのようなことになれば，
次期には当該のメニューの訓練は開講されないことが多い。しかも同期に同
種のメニューが同居した場合受講生の喰い合いとなり共倒れの危険性もある。
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今回の聞き取りにおいてもそのような事態は見られた。そうしたことは訓練
コースの全体の編成に責任を負う（独法）高齢・障害・求職者雇用支援機構
の各県センターの調整能力の問題である。
第三は，もう一つの離職者訓練である委託訓練との関係である。求職者支
援訓練と委託訓練とは内容やレベルに少なからず重なりがある。求職者支援
訓練のほうがレベルが高い（目指す資格が高い）こともある。訓練機関から
見ても，委託訓練のほうが内容の編成に自由度があることもあり，受講希望
者に委託訓練への参加を勧めることもある。特定求職者が委託訓練を受講す
ることは認められており，支給要件を満たせば職業訓練受講給付金は支給さ
れるのである。
これらの要因により求職者支援訓練の受講希望は伸び悩んでおり，開講予
定したコースの中止が少なからず発生している。こうした事態が続くようで
あれば，当該訓練がジリ貧となるおそれは非現実のものではない。改善が求
められる。
⑵ 求職者支援訓練と委託訓練の交錯
委託訓練とは，正式には「緊急再就職委託訓練」と言い，求職者支援訓練
と同様，離職者訓練である。冒頭部分に掲げた図表2の公共職業訓練の体系
でいえば「離職者訓練」のうちの「委託訓練」にあたる。またこれも先述の
とおり2011年度をもって国からすべてが都道府県に移管され実施されること
になった訓練である。委託訓練の名のとおり，都道府県から民間の訓練機関
に委託の上で実施される。
委託訓練の目的は急激な景気の変動による雇用の落ち込みをできるだけ早
期に抑えることであり，これまでも雇用情勢が悪化したときにはその定員を
大きくしてきた。雇用情勢への対応を目的とする点では求職者支援訓練と似
ているが，委託訓練が雇用保険受給資格のある者を対象とする点で，両訓練
は異なる。民間訓練機関に委託する点は同じある。ただし，委託元が求職者
支援訓練は国，委託訓練は地方である点で異なる。財源については，両訓練
とも国の，雇用保険二事業の財源から措置されている23）。厚労省の管轄も職
業能力開発局で同じである。つまり，厚労省の同一の管轄局により，同一予
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算で，一方は国の機関，他方は地方の行政を介して，ともに民間訓練機関に
委託され実施される訓練メニューであるということになる。ただし，訓練の
定員規模は2倍以上の開きがあり（図表2を見よ），受講要件も異なる。
次に，委託を受ける側の民間訓練機関の状況を説明する。多くの訓練機関
がこの両方の訓練を受託している。求職者支援訓練の委託決定が公共職業訓
練の受託実績を重視する仕組みになっているので自然とそのようになる。委
託訓練の経験のある訓練機関にとって求職者支援訓練へのアプライはスムー
ズである。訓練機関にとって求職者支援訓練は新たな訓練市場の出現であり，
基金訓練の時期は，受講生の頭数で支給される訓練実施奨励金のほかに開講
当初の準備金として新規訓練設定奨励金（上限400万）24）が支給されるのが
大きな魅力であった。それゆえ基金訓練の始まった2009年には公共職業訓練
の経験のないまったくの新規の参入は多くなかったものの，系列化された訓
練機関がその空白地域へ進出するかたちでの新規参入があいついだのである。
そのようにして当初は訓練機関にとっても期待の大きかったこの政策も，
上記の設定奨励金が廃止され，求職者支援訓練へ移行した後は就職実績もよ
りきびしく求められ，受講生の講義の出席率の管理がことのほか厳格になっ
たことによって，熱が冷めつつある。出席要件を満たさなくなった受講生が
出れば，訓練実施奨励金は開講時にまでさかのぼって返却が求められる。受
講生が集まりづらくなった現状ではそれは訓練機関にはきわめてきつく感じ
られる。
訓練カリキュラムの作成についても，訓練機関にはもやもやがある。委託
訓練は雇用保険受給資格者を対象とするのでレベルは求職者支援訓練よりも
上とされているが，実際は後者も就職決定への要請が強いため取得すべき資
格が逆転することもある25）。そのうえ後者のほうが出席をより厳しく管理せ
ねばならず，受講者の士気をより高く保たねばならない。それができても，
支給される金銭的インセンティブ（訓練実施奨励金）は委託訓練のそれとあ
まり変わりがない。
今回聞き取りした機関にも，受講希望が一桁にとどまり中止の申請が可能
であったにも関わらずコースを開講した例があった。しかし，その機関も「で
きれば来年は委託訓練だけにしたい。現状では，なぜ，委託訓練と求職者支
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援訓練とを別個のコースで開講しなければならないのか理解に苦しむ」との
ことであった。
以上に説明したように，求職者支援訓練の現状を見ると，民間の訓練機関
への委託をよく機能させるべくおかれている市場メカニズムがうまく作動す
る仕組みが整っていないとしか言いようがない。このままではこの訓練の提
供は行き詰るおそれが小さくない。ここで見た両訓練の一体開講を条件付き
で認めるか，両訓練で訓練機関に支給される金銭的インセンティブに思い
切った差をつけるなどの改良が必要である。
⑶ 受講定員の地域格差
図表16は，12の道府県を選び，関連の数値を掲げた。2011年度の数値（A
欄の上段）は，同年度の特定求職者数に対する基金訓練・求職者支援訓練の
受講者数の比率である。2012年度の数値（A 欄の下段）は，2011年度の特
定求職者数に対する次年度の2012年度の受講計画数の割合である。2011年度
の比率は実績ベース，2012年度の比率は計画値ベースということである。
2011年度の実績から見ると，比率がもっとも高いのが沖縄県の29．8％，もっ
とも低いのが2．9％の高知県である。地域ごとにかなりの差がある。2012年
度の数字によると，比率を下げるとする道府県5，上げるとするもの7であり，
もっとも高いのが埼玉県の10．9％，もっとも低いのが福井県の4．9％となっ
ている。
2012年度は計画値ベースであるから上下の幅は小さくなっているが，それ
でも道府県のごとの比率にはかなり差がある。むろんこれらの比率を均一に
すべきだといいたいわけではない。肝心なのはなにを根拠にそれらの比率を
設定しているかである。考えられるのは，当該の地域の失業率である。しか
し，それも失業率の高い沖縄県，高知県，京都府，秋田県，福岡県の計画値
（2012年度）が8．2％，6．1％，7．5％，6．4％，6．6％であり，失業率がそれ
らの府県を下回る和歌山県の比率よりも小さい。高知県・福岡県には失業率
への配慮はないようである。いま一つは，このような受講枠の計画値の背後
には，前年度の開講率（開講数÷計画値）の実績があるのではないかとの想
像もできるが，各県の開講率は公表されていない。
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図表16 特定求職者数にたいする基金訓練・求職者支援訓練の受講者数の比率
（2011・2012年度）
（A）
上段：基金訓練・求職
者支援訓練受講者数
（2011年度）
下段：求職者支援訓練
受講者数（2012年度）
（B）
特定求職者数
（C）
受講者数比率
A÷B＝C
失業率
（2010年
平均）
保護率
（2010年度）
北海道
16，768 178，799 9．3％ 5．1％ 29．0‰
14，500 8．1
秋田県
1，308 37，306 3．5 5．0 13．7
2，400 6．4
埼玉県
8，269 157，129 14．5 5．2 10．8
6，120 10．7
福井県
499 16，200 3．1 3．3 4．1
800 4．9
京都府
5，851 75，933 7．7 5．7 22．2
5，700 7．5
和歌山県
2，655 18，057 14．7 4．3 13．8
1，900 10．5
鳥取県
949 19，114 5．0 4．2 10．2
1，200 6．3
岡山県
2，227 53，568 4．2 4．4 12．3
3，900 7．3
高知県
656 22，780 2．9 5．2 26．1
1，400 6．1
福岡県
18，502 245，816 7．5 6．0 24．1
16，220 6．6
佐賀県
2，236 29，038 7．7 4．5 8．7
1，900 6．5
沖縄県
20，405 68，422 29．8 7．5 20．8
5，600 8．2
全国
263，194 3，356，879 7．8 5．1 15．2
300，000 8．9
備考）1．各道府県の「地域訓練実施計画」を基に作成。
2．A 欄上段の数字は，2011年度上期の基金訓練の受講者数と同下期の求職者支援訓練の受講者数の
合計である。
3．A 欄下段の数字は，2012年度の求職者支援訓練の計画受講者数である。
4．B 欄の特定求職者数は，2011年度の実績値である。したがって，C 欄の受講者数比率は，上段2011
年度の数字は実績値，下段2012年度の数値は計画値をベースとしたものである。
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いずれにしても各地域の受講枠の設定には，その合理的根拠が説明される
か，格差への配慮がなされるか26），なお改善の余地をのこすと言わざるをえ
ない。
むすび
求職者支援制度は生活保障，職業訓練，就職支援の政策的側面をあわせも
つ。今後ともこの政策が存続するのであれば3側面を備えたものでなければ，
存在の意味はないであろう。ただし今後はそれらのうち後二者＝就労支援政
策を主とするものになるであろう。それは現実的であり合理的である。
政策の現状については，政策規模，すなわち政策の枠に入れる労働者の範
囲をどのように設定するかが大きな問題である。現行では，上記3側面とも
職業訓練を媒介とするので，職業訓練の必要性という観点から推して特定求
職者数の7％程度（28万人程度）という狭い枠が設けられている。これには
無理がある。なぜなら，職業訓練とは，そのレベルであれ，対象であれ，明
確に目標をしぼることもできれば，きわめて広くとることもできる。技能の
ミスマッチを解消するはっきりとしたねらいをもつ訓練も，いわゆるソー
シャルスキルのような漠然とした能力のための訓練も必要でないとはいえな
い。それゆえこの政策の政策規模は，その目的が訓練自体にあるのではなく
就労にあることからしても，職に就いていない者の数を基礎とすべきで，少
なくとも長期失業者数（約120万）がカヴァーできる規模に拡大すべきある。
政策規模とはこの政策の場合訓練定員の規模ということになるが，それを
上記のように定めたとしても，なお問題はのこる。訓練自体が民間の機関に
任されているのでいわば訓練市場が成立しており，現状では供給側に容易な
らぬ問題がある。仮に需要側である労働者の枠を長期失業者と定めたとして
も，特定求職者と定めるにしろ，それらには多様な類型が含まれるのであり，
基盤となる地域ごとにどのような性格の労働者（離職者）がいるのかを十二
分に把握したうえで訓練カリキュラムと訓練支援・就職支援体制を作らねば
ならない。そしてそれを促す労働行政側からの支え（金銭プラスアルファ）
がなければ訓練需要は起こせない。現状では民間訓練機関にも行政側にも努
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力の余地が大きい。いまは一緒のあつかいになっている若者失業者，母子家
庭女性，ニートなどへは訓練と就職支援は別個の対応が考案されなければ政
策は機能しないだろう。それらには2011年10月から認められなくなった基礎
分野から実践分野のコースの連結を可能にするなども考えられてよい。生活
保護者へは，この政策を介しての就労支援ではなく，あくまでも生活保護政
策の改良をもって対応するのが基本であろう。
訓練市場の供給側の難点は労働市場の供給側の難点になる。現状では訓練
機関も管轄の行政側（ハローワーク，各労働局，（独法）高齢・障害・求職
者支援機構の各県センター）も，労働市場の需要側のニーズの把握が不足し
ている。おかれた地域ごとに求人側のニーズを徹底的につかむ作業とその方
法の改良，さらにそれを就職支援や訓練メニューのあり方に生かす一層の努
力が待たれる。とくにハローワークの機能強化がその回路の始点として欠か
せない。 （2012年10月11日脱稿）
注記
1）求職者支援制度に関する社会政策分野からの既存の研究には，禹宗杬（2010）「生活
保障と就労支援－「求職者支援制度」を機能させるには」自治研『月刊自治研』2010年
7月号，木村保茂（2011）「わが国の公共職業訓練の新たな展開－基金訓練，ジョブ・
カード制度，「義務付け・枠付け」の見直し」北海学園大学開発研究所『開発論集』第
88号がある。
2）近年の学卒者への公共職業訓練の問題点については，木村保茂（2010）「公共職業訓
練の今日的特徴と課題－北海道を中心に」北海学園大学開発研究所『開発論集』第85号
を参照されたい。
3）本稿では貸付制度については触れない。
4）木村（2011）pp．71‐72を参照。
5）聞き取りを行った人口約30万人を管轄するハローワークでは，正規の職員2名のほか
に非正規であるが常勤の嘱託職員8名を求職者支援制度の専任部署に配置し対応してい
る。
6）労働政策審議会職業能力開発分科会（第49回：2010年5月）配布資料による。
7）この場合の公共職業訓練とは，いわゆる委託訓練を指す。本稿Ⅲ－2参照。
8）この比率等については厚労省中央訓練協議会（第6回：2012年6月）説明資料による。
9）今回実施した聞き取り調査でもこのことの弊害は側聞することがあった。なぜこのよ
うなコース設計の枠組みが設けられたかについては今のところつかみえていない。
10）受講実績でみると，2011年度下期は，実践分野の受講生が受講生全体の73％を占めた
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のに対して，基金訓練であった同年度の上期の実践分野の受講生の比率は57％であった。
そのことからも求職者支援訓練に移行して，実践分野から受講する受講生が増えたこと
をうかがうことができる（厚労省中央訓練協議会第6回説明資料）。
11）ジョブカード制度については，詳細な解説が必要である。ここではそれはなしえない
ので，労働政策研究・研修機構（2011）『ジョブ・カード制度の現状と普及のための課
題（JILPT 資料シリーズ87号）』，小杉礼子・原ひろみ編著（2011）『非正規雇用のキャ
リア形成』勁草書房を参照されたい。
12）正確には，「週20時間以上労働（無期雇用，31日以上の期間雇用）（＝雇用保険一般被
保険者）労働者」である（労働政策審議会職業能力開発分科会（第63回：2011年6月）
配布資料）。
13）なお，求職者支援訓練を受託できるのは教育機関に限られず民間企業でも可とされて
いる。したがって，ここで記している条件の「同等の内容の職業訓練」とは，一般企業
でも公共職業訓練と同レベルの訓練をしている企業であれば可とみなされると解釈され
る。
14）受託をめぐる訓練機関間の競争倍率は不明であるが，筆者が聞き取った数件の事例で
は，地盤となる都市（都道府県）の人口規模による差が少なからずあるように思われた。
15）これには，厳密に言えば，訓練機関側の諸情報をつかんでいるのは（独法）高齢・障
害・求職者雇用支援機構であるから，同機構とハローワークが受講希望者側の情報を共
有できていればという条件が付く。
16）受講者の属性に関して次のことを補足しておく。基金訓練期であるが，生活給付金受
給認定者の「単身」および「扶養者あり」の比率が公表されている。それによると「単
身者」のほうがずっと多くなっている（労働政策審議会職業能力開発分科会（第58回：
2011年1月）配布資料）。
その他，筆者が得たデータをあげておく。管轄区人口約30万人のハローワーク管内の
2011年1月から2012年6月末日までの数字であるが，受講者209人中，母子家庭36，生
活保護9であった。これからするとこの制度は母子家庭の受け皿になる可能性があると
言えそうである。また生活保護者に関しては，この制度への包含の程度は地域によって
相当の差があるように思える。いずれにしても，データ・統計資料の整備が必要である。
17）念のため言い添えておくと，図表12の「うち未就職」とされるものは，ここで紹介し
ているアンケートの選択肢②であると回答した者の数である。
18） 求職者支援制度において訓練受講給付金は同一世帯複数受給はできないことが原則
になっている。したがってここでは個人ではなく世帯数を基礎に考えることにする。
19）厚労省中央訓練協議会（第6回）議事録参照。
20）労働政策審議会職業安定分科会（第85回：2012年5月）参考資料による。
21）厚労省中央訓練協議会（第6回）議事録参照。
22）ここから次の「求職者支援訓練と委託訓練の交錯」までの訓練機関に関する実態的説
明は筆者が A 県内の機関に対して実施した聞取調査（2012年8～9月）に基づいてい
る。
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23）委託訓練はすべて雇用保険二事業財源から，求職者支援訓練は二事業財源と一般会計
のほぼ折半で予算措置されている。
24）これは2011年求職者支援訓練に移行する前に廃止された。
25）とくに介護分野ではその傾向がある。
26）むろん現状でも配慮がなされていないわけではない。とくに大阪府内の自治体などで
は独自の就労支援政策が積極的に展開されている。しかし求職者支援制度のように生活
支援・職業訓練・就職支援の3側面を兼備した政策としてなされているわけではない。
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